
○ 令和６年能登半島地震における災害は、高齢化の進んだ半島地域という地理的・社会的な制約の下で発生したものであり、これま
での災害対応と比較しても困難な状況が見られた。

○ 今回の地震における災害対応を振り返ることで課題・教訓を整理し、南海トラフ地震や首都直下地震をはじめとする、今後の我が国の
地震災害における応急対策・生活支援対策に活かしていくため、中央防災会議防災対策実行会議の下に、「令和６年能登半島地
震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ」を立ち上げる。

主な検討事項（予定）
①今回の地震災害の特徴
地理的制約、社会的制約、発生時期など
②直接被害への対応
建物被害、ライフライン・インフラ被害、
孤立集落への対応、被災地へのアクセス・被害状況把握など
③自治体支援
被災自治体の事前準備・受援、周辺自治体からの応援など
④避難所運営
二次避難、要配慮者への対応（福祉支援等）、
ボランティア・NPO法人・民間企業等との連携など
⑤物資調達・輸送
被災自治体の事前準備・備蓄、
ボランティア・NPO法人・民間企業等との連携など
⑥その他（分野横断的な対応）
支援者への支援、住まいの確保、災害廃棄物処理など

検討期間（予定）
令和６年６月下旬～

令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ（案）

※検討事項に応じて、関係省庁、関係自治体、民間企業・NPO等からの発表、
ヒアリング等を実施し、被災地の状況やご意見等を把握しながら議論を進める。
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